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1）提出図書の合理化
確認申請図書の変更概要
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1）提出図書の合理化
確認申請図書の変更概要

※
・法チェック
・給排水衛生図
・電気設備図
・省エネ基準

※
・壁量計算
・四分割法判定
・N値計算
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改正法制度説明資料 P13



1）提出図書の合理化（仕様表）
確認申請図書の変更概要

記載例）
・構造部材（使用構造部材、基礎）
法第20条、令第37条、38条

・木材の品質、防腐措置
法第20条、令第41条、43条

・使用建築材料
法第37条

・給排水配管設備に用いる材料
令第129条の2の3、129条の2

の4

〇作成目的 構造図面添付省略

・基礎伏図、各階床伏図
・小屋伏図、2面以上の軸組図

※構造耐力上主要な部分である
部材の寸法、種別等を記載
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確認申請審査マニュアルP28～30



2）図書別の変更点（平面図）
確認申請図書の変更概要

①

②

①階段の各寸法

蹴上、踏面、有効幅、手すりの出幅

②採光検討に用いる開口部

・有効開口面積（建具表、呼称等）

・採光補正係数算定における
水平距離D
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確認申請審査マニュアル P34



2）図書別の変更点（立面図）
確認申請図書の変更概要

①

②

①給排気口若しくは給排気機の位置

設置高さ

②採光検討に用いる開口部

・有効開口面積（建具表、呼称等）

・採光補正係数算定における
垂直距離H

②

①
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確認申請審査マニュアル P36



2）図書別の変更点（断面図）
確認申請図書の変更概要

①2面以上の添付

記入例は右図を参照

②横架材間距離、階高

表計算ツール等の入力項目

①

②
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確認申請審査マニュアル P38



2）図書別の変更点（構造詳細図）
確認申請図書の変更概要

①屋根・外壁

・屋根葺き材の種別
・延焼部の外壁断面の構造
・外壁の材料種別

②基礎

・各部の寸法
・配筋種別
・配筋の設置位置、ピッチ

①

②
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確認申請審査マニュアル P42～43



2）図書別の変更点（構造詳細図）
確認申請図書の変更概要

②
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✐確認申請審査マニュアル P67

①構造用面材との取合い

・面材種類の厚さ
・釘の種類、ピッチ、倍率
・端部（入隅）の取合い

②筋交いとの取合い

・筋交いの断面寸法
・仕様、倍率
・柱、横架材との取合い

②

①軸組みの構造方法



2）図書別の変更点（構造詳細図）
確認申請図書の変更概要

11

確認申請審査マニュアル P68～70

①柱と横架材との取合い
・柱脚柱頭金物の種類
告示or認定品

継手・仕口の構造方法

②横架材同士の仕口
・仕口の種類
・金物の種類

③軒桁とたる木の仕口
・たる木金物種類



2）図書別の変更点（給排水衛生・電気設備図）
確認申請図書の変更概要

①電気設備
・電気引き込み線
・常用電源
・分電盤等の凡例

②給排水衛生
・排水桝の位置
・配管設備の種類位置等
・トラップの構造

②

②
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確認申請審査マニュアル P58～59

①

②

①



3）構造関係規定
確認申請図書の変更概要
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3）図書別の変更点（表計算ツール）必要壁量
確認申請図書の変更概要

〇入力項目

・階高
・床面積
・屋根、外壁仕様
・太陽光発電
・断熱材

図面と整合確認

14

改正法制度説明資料 P32

入力値の根拠を
図書にも明示すること



3）構造関係規定（表計算ツール）柱の小径
確認申請図書の変更概要
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改正法制度説明資料 P41



確認申請図書の変更概要
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3）構造関係規定（早見表）必要壁量
改正法制度説明資料 P31



4）省エネ基準について
確認申請図書の変更概要
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改正法制度説明資料 P67
すべての建築物について省エネ基準適合義務化



4）省エネ基準について（仕様基準）
確認申請図書の変更概要

①

②
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仕様表作成ツール（木造戸建住宅）



4）省エネ基準について（仕様基準）
確認申請図書の変更概要

①

②

①
・地域区分の確認

・外皮基準の入力
（断熱材、窓、ドア）

断熱材を直接入力する場合は
熱伝導率が分かる資料を添付

②
・一次エネ消費量基準の入力
（冷暖房、換気、給湯、照明）

各機器の仕様（性能）が分かる
資料を添付
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よくある質問
回答質問項目

改正後の構造関係規定及び省エネ基準の
法適合確認が必要となるため、図書の追加
提出が必要となります。

法改正前に確認済証を交付し、
着工が改正後になった場合の手続
きを確認したい。

1

着工日が令和7年4月1日以降になった場合
のみ、改正後の規定が適用となります。

改正法施行日前に着工した物件で、
計画変更が施行日以後となった場
合は、改正後の規定が適用される
のか。

2

「基礎・地盤調査説明書」が必要となり、
以下2つの方法で地耐力を設定する必要が
あります。
①スクリューウエイト貫入試験により
地耐力を設定

②地盤の種類を確認して地耐力を設定
（令93条ただし書き）

仕様規定の範囲で構造安全性を
確認する建築物の審査に
「地盤調査結果報告書」の添付は
必要か。

3

壁量等が適切かの確認を円滑なものとする
ために添付をお願いいたします。

確認申請図書の壁量判定において、
「表計算ツール」を用いた場合、
添付が必要か確認したい。

4
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よくある質問
回答質問項目

原則、以下の書類が必要になりますので
ご用意ください。
①省エネに関する仕様表
（仕様基準の適合を確認できるもの)
②評価した設備等の仕様が確認できる
カタログ等

例)
・断熱材の熱伝導率
・換気設備の比消費電力の根拠
・エアコンの区分が分かるもの（い、ろ）

仕様基準で省エネを適合させる
計画の場合、提出書類について
何が必要か。

5

対象建築物の工事が確認に要した図書の
とおり実施されたものであるかを確かめる
ため、地業工事、基礎工事の写真に耐力壁、
金物等の隠蔽部を加えたものを想定してい
ます。

※中間検査時に現地確認を行った箇所は
不要です。

完了検査時の確認書類として工事
写真がありますが、撮影すべき箇
所について確認したい。

6
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よくある質問

回答質問項目
指定建築材料に定める各部材について、
JIS及びJAS規格の確認が出来る納品書等
の提出若しくは同規格を確認できる写真の
提出又は工事監理者等へのヒアリングによ
る確認方法が考えられます。

なお、県が指定する対象建築物（木造以外
の地階を除く階数が3以上かつ延べ面積が
500㎡超の特殊建築物等）はコンクリート
工事施工状況・施工結果報告書の提出が義
務付けられています。

新2号建築物の検査において、
指定建築材料（基準法第37条）
に定められた木材、鉄筋、
コンクリート等の仕様、性能は
どのように確認するのか。

7
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お知らせ
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盛土規制法の手続きについて
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 令和７年５月２３日に盛土規制法に基づく規
制区域が指定されました。宅地造成等工事
規制区域or特定盛土等規制区域に指定。

 規制区域は宮城県、仙台市HPで確認できま
す。

 確認申請に「盛土規制法の規定に適合して
いることを証する書面」を添付してください。

当センターHP
よりダウンロー
ドできます



ご清聴ありがとうございました


